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特定非営利活動法人 移住者と連帯する全国ネットワーク

（2025 年４月～ 2026 年３月）

2025 年度、移住連は NPO 法人設立 10 周年の節目を迎え、相次ぐ入管法改定や排外主義の高まりという厳し
い社会状況のもとで、日本に暮らす移民・外国ルーツをもつ人々の人権と尊厳の確立を目指し、政策提言・支援・ネッ
トワーク構築・情報発信を横断する多角的な取り組みを展開した。2024 年の入管法改定では、技能実習制度に
代わる育成就労制度の創設や、永住資格取消制度の導入、在留カードとマイナンバーカードの一体化など、外国籍
住民に対する管理と排除を強化する内容が盛り込まれた。これに対し移住連は、制度が内包する問題点を明らかに
しつつ強く反対し、労働者としての尊厳や差別の禁止を基盤とする国際人権基準に沿った制度への転換を求め、ロ
ビイングや市民社会への啓発活動を継続的に行った。

難民申請者や非正規移民に対する排除・送還の強化が進むなかで、2023 年入管法改定・2025 年 5 月に発表
された「国民の安全・安心のための不法滞在者ゼロプラン」の運用状況等を注視しつつ、難民保護制度や収容
制度の抜本的見直し、非正規移民の生存権保障を求めるとともに、難民申請者・非正規移民を支援する支援者・
支援団体との情報連携を強化した。さらに、「外国人及び民族的マイノリティ人権基本法」や「人種差別撤廃法」
の制定に向け、関連団体と連携した具体的な働きかけを進めた。

2025 年の参議院選挙を契機に顕在化した排外主義的言動の拡大に対抗し、共同声明や院内集会、「ヘイトに
NO！全国キャンペーン」の実施などを通じて、差別に反対する社会的な声の可視化と連帯の強化を図った。加え
て、政府の方針や各種制度改定に対してパブリックコメント提出や省庁交渉を行い、移民労働者の権利保障、医療・
社会保障へのアクセス、子ども・若者の教育機会の確保など、幅広い分野にわたる政策課題に取り組んだ。

2023 年 7 月からスタートした「アウトリーチ手法による新移民時代型支援ネットワーク構築事業」は最終年度をむ
かえ、伴走支援や緊急支援の活動を通じて、支援の実施状況を把握しながら支援者に対して必要な情報の提供等
の支援を行うとともに、本事業で蓄積されたデータから制度の運用面の課題や政策課題を抽出し、政策提言へとつ
なげる取り組みを行った。オンライン相談会での相談対応言語の拡充や地域拠点の増加により、多様な背景をもつ
当事者へのアクセスを広げるとともに、外国ルーツをもつ支援者の育成にも注力した。とりわけ、本事業実施を通じて、
これまで移住連とつながりのなかった個人支援者・支援団体とのネットワーク構築を進めることができたことは本事業
の大きな成果の１つである。

情報発信面では、情報誌の発行や SNS・ウェブサイトを通じた広報活動を強化し、タイムリーかつ分かりやすい
情報提供に努めた。やさしい日本語や多言語による発信の充実、メルマガの定期化などを通じて、当事者や非会
員層へのリーチ拡大を図った。また、講師派遣やシンポジウム、連続講座の開催により、移民・難民をめぐる課題
の社会的理解を広げるとともに、多様な立場の人々が議論に参加する機会を創出した。

組織運営面では、ジェンダーバランスや当事者性、多様な背景をもつ人々の参画を重視した運営体制の構築を進
めるとともに、事務局体制の強化や財政基盤の安定化、会員・支援者の拡大に取り組み、活動の持続可能性を
高めた。これらの取り組みを通じて、排除ではなく共生に基づく社会の実現に向けた基盤づくりを着実に進めた。

2025 年度  事業報告

はじめに
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Ⅰ　情報発信事業 

1.　M ネットの発行・販促

2.　インターネットを通じた広報・啓発

(1)　�情報誌 M ネット（フルカラー版、40 頁）を年６回（2025 年４月、６月、８月、10 月、12 月、2026 年２
月）発行した。

(2)　2026 年度以降の M ネット発行回数変更に向け、掲載内容等の検討を重ねた。

(3)　�会員への PDF 版の購読案内やオンライン販売を促進した。一方で、より広い対象に向けた広報活動を
目指し、情報誌のあり方についても検討を行った。

(1)　�ホームページや SNS などインターネットメディアを通じ、入管法改悪反対等のキャンペーン活動とも連動さ
せながら、わかりやすい内容での情報発信に取り組んだ。

•　�2024 年改定入管法の永住資格取消に関して、５月12 日付で人種差別撤廃委員会が日本政府にフォ
ローアップ書簡を送付（2025 年６月２日）

•　�管理・監視や排除ではなく、これからの多民族・多文化共生社会をめざして（声明）（2025 年６月
19 日）

•　参議院選挙にあたり排外主義の煽動に反対する共同声明（2025 年７月８日）( Ⅳ -1(4) 参照 )
•　25 参議院選　移民政策に関する政党アンケート（2025 年７月11 日）( Ⅳ -1(4) 参照 )
•���　�｢万博で日本に入国・・・『帰りたくない』就労ビザに切り替えたいとの相談相次ぐ」 との報道に対し、

３団体でテレビ朝日へ申入れ（2025 年９月22 日）
•　�国連ビジネスと人権作業部会、各国政府と企業に対し移民労働者の保護強化を要請する報告書を

国連総会に提出（2025 年 11 月５日）
•　�衆議院選挙にあたり排外主義の煽動に反対する緊急共同声明（2026 年１月26 日）( Ⅳ -1(4) 参照 )
•　茨城県「不法就労者」通報制度の創設に対する反対声明（2026 年３月４日）

(2)　�移民・外国ルーツ当事者に向けた情報発信を目指し、やさしい日本語の使用や多言語化、また、発信
経路についても調査・検討しながら取り組みを進めた。

•　�国際移住者デー 2025メッセージ「あなたの権利も、いばしょも、すでにここにある」（やさしい日本
語の他、８言語での発出）（2025 年 12 月18 日）

•　�在留審査手数料を過大に引き上げる法案に反対する声明（日本語・英語の２言語）（2026 年３月
16 日） ( Ⅳ -1(5) 参照 )

•　�【外国籍のみなさん、支援しているみなさんへ】在留資格の手続きの「手数料」引き上げについて、
みなさんのメッセージを送ってください！（2026 年３月16 日～）( Ⅳ -1(5) 参照 )

(3)　�今まで不定期発行だったメルマガを定期発行化し、非会員層への情報発信を強化した。

(4)　�省庁交渉やネットワーク活動等でえられた成果や情報を、ホームページや SNS、「M ネット」などの媒体
を通じて発信した。
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(1)　�移住連チャリティカレンダー 2026「お茶はいかが？」を発行し、2500 部を販売した。

(2)　新規グッズとして移住連チャリティT シャツ 2026を制作・販売した。

(5)　�昨年度結成された広報チームで定例会議を開催し、広報・啓発活動全体の活動強化に向けた検討が進
められた。

(1)　�オンラインによる講師派遣や時宜にかなったテーマ設定などの工夫により、移民をめぐるさまざまなテーマに
対応する講師派遣を積極的に進めた。

(1)　｢移住連全国フォーラム2025 in 北関東」（Ⅵ -1 参照）

(2)　�｢移民社会の未来をひらく〜 NPO 法人移住連 10 周年シンポジウム」（2025 年 10 月13 日・明治大学
グローバルフロント・グローバルホール）
NPO 法人設立 10 周年の節目に、移住連のこれまでの歩みを礎に、移民とともに切りひらく社会を展望
する記念シンポジウムをオンライン・対面参加のハイブリッド形式で開催した。シンポジウム第１部のスライ
ド上映「移住連の活動を振り返る」では、NPO 法人移住連の前身の「移住労働者と連帯する全国ネッ
トワーク」が発足した 1997 年から30 年近くにわたる移住連の活動のあゆみを振り返った。第２部のトー
クでは、これまでに築いてきたつながりから希望をどうつくっていけるか、これからの 10 年を展望して議論
を行った。第３部では、各地域や協力団体から、これからの移住連に期待することをメッセージで寄せ
ていただいた。シンポジウムには 200 名が参加し、移住連の長年の活動の歴史のなかで培われた人び
とのつながりと運動の蓄積を礎に、地域のそれぞれの現場での共生の実践を地道に継続すると同時に、
現場と政策をつなぐアドボカシー活動を強めていくことを改めて確認した。

(3)　�院内集会「排外主義にNO！ 誰もが人間として尊重され差別なく共に生きる社会を」（2025 年 11月26日）
( Ⅳ -1(4) 参照 )

(4)　ヘイトに NO！全国キャンペーン（2026 年２月～）( Ⅳ -1(4) 参照 )

(1)　外国ルーツ支援者対象・伴走支援スキルアッププログラム
�アウトリーチ手法による「新移民時代型」支援ネットワーク構築事業の一環として、移民・外国ルーツの
支援者養成のための「スキルアッププログラム」（オンデマンド講座 13テーマ）を開始した。2026 年３月
までに 64 名の申込みがあった。本プログラムは、専門知識と豊富な経験を持った講師が、やさしい日
本語を使い、支援に必要な知識やノウハウの共有を目的としたオンデマンド講義動画を提供している。外
国ルーツの支援者につながりのある団体やグループでの勉強会、外国人支援を専門としない人 を々集め
た勉強会でオンデマンド講座が活用された。

3.　書籍等の編集と発行

1.　講師派遣

2.　シンポジウム・集会等の開催

3.　セミナー等の開催

Ⅱ　講師派遣及び研修会等企画運営事業 
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(2)　�日本に暮らす移民・難民について学ぶオンライン連続入門講座「いま何が問題か」を２ヶ月に１回程度開
催した。これまで移住連理事・運営委員を講師として開催していたが、今年度は外部講師にも依頼でき
たことで幅広いテーマでの開催を実現した。

•　�第１回「永住権は取り消せない　～「帰る国」のない若者たち～」(2025 年 3 月25 日 )
•　�第２回「在日（日系）ブラジル人の ”35 周年 ”：群馬県大泉町のブラジルタウンから生まれたストーリー

ズ（物語）」(2025 年５月20 日 )
•　第３回「日本における難民の今ー難民の人たちは何を求めているのかー」(2025 年７月29 日 )
•　�第４回「日本における人種差別の現状と課題ーヘイトスピーチ、ヘイトクライムを中心にー」(2025 年９

月30 日 )
•　第５回「技能実習生支援の 30 年を振り返る」(2025 年 11 月25 日 ) 
•　第６回「住民登録のない移民・難民は、なぜ社会保障制度から排除されるのか」(2026 年１月27 日 ) 

Ⅲ　調査・研究事業

Ⅳ　政策提言事業

1.　プロジェクトによる提言活動に向けた調査研究

1.　入管法改悪反対および外国籍者への管理強化や排除に対する取り組み

2.　省庁交渉などのデータの集積と分析

(1)　入管・共生施策会議
各自治体における外国人施策の動向について、情報収集を行った。

(2)　貧困対策プロジェクト（Ⅵ -2-（3）- ③を参照）

(3)　技能実習生権利ネットワーク（Ⅵ -2-（3）- ⑥を参照）

(1)　�2024 年改定入管法案（永住資格取消し制度・自治体職員による通報制度等）の運用面での働きかけ
を行った。

(2)　�2025 年５月に発表された「国民の安全・安心のための不法滞在者ゼロプラン（以下、ゼロプラン）」な
ど、非正規移民や難民申請者の排除や送還を強める政府方針に対して引き続き強く反対する立場を取り、
その動向を注視しながら移民・難民支援を行う支援団体等との情報共有を強化した。

(3)　｢経営管理」の上陸許可基準等の改定に対する取り組みを行った。

•　�パブコメ「出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令等の一部を改正する
省令案」に係る意見募集について意見を提出（2025 年９月19 日）

•　�本改正による「家族滞在」等の在留資格をもつ子ども・若者への大きな影響が考えられることから、

省庁交渉で得られたデータを整理し、M ネットで公表した。また、政策提言をはじめとする活動に活用した。
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2025 年 11 月省庁交渉にて入管法・共生施策プロジェクトチームと子ども・若者プロジェクトが一緒に
要請を行った。

(4)　�2025 年７月の参議院議員選挙にて顕著になった排外主義の煽動に対し、他団体と連携しながら取り組
みを行った。

•　�参議院選挙にあたり排外主義の煽動に反対する共同声明・記者会見（2025 年７月８日）【1159 団
体が本声明に賛同】

•　25 参議院選　移民政策に関する政党アンケート（2025 年７月11 日）
•　�院内集会「排外主義に NO！ 誰もが人間として尊重され差別なく共に生きる社会を」（2025 年 11

月26 日）
2025 年７月参議院選挙後、「秩序ある共生社会」や「外国人の適正管理」の名のもとでの排外主
義的な政策や言動が強まっていることを危惧し、現場からの報告や当事者の声を共有しながら、デ
マや差別に基づく排外主義を乗り越え、すべてのマイノリティの人びとの人権を尊重する共生社会の実
現を共に考えるため、院内集会を開催した。

•　衆議院選挙にあたり排外主義の煽動に反対する緊急共同声明・記者会見（2026 年１月26 日）
•　ヘイトにＮＯ！全国キャンペーン（2026 年２月～）

差別・排外主義に反対し、さまざまなルーツを持つ人々が人間としての尊厳をもって共に生きる社会
の実現を求める声を広く結集するため、移住連含む呼びかけ団体 11 団体で「ヘイトに NO! 全国キャ
ンペーン」を 2026 年２月～開始した。署名活動・団体賛同・イベント等を呼びかけた。

•　排外主義による影響と考えられる地方自治体の動きについても取り組みを行った。
三重県知事による国籍要件見直し発言撤回を求める共同記者会見（2026 年１月20 日）
茨城県「不法就労者」通報制度の創設に対する反対声明（2026 年３月４日）

(5)　�2026 年３月10 日に閣議決定された改定入管法案に在留審査手数料を大幅に引き上げる内容が含まれ
ており、外国人当事者への影響が非常に大きいとして本法案に反対し、市民社会への発信と連動したロ
ビイング活動を行った。

•　�在留審査手数料を過大に引き上げる法案に反対する声明（日本語・英語の２言語）（2026 年３月
16 日）

•　�【外国籍のみなさん、支援しているみなさんへ】在留資格の手続きの「手数料」引き上げについて、
みなさんのメッセージを送ってください！（2026 年３月16 日～ 31 日）

2.　移民労働者の公正な受入れに向けた取り組み

移民労働者の公正な受入れを実現するため、技能実習制度の速やかな廃止とともに労働者としての尊厳や差
別の禁止など国際人権基準にもとづく新たな受入れ制度の創設に向けて議論を進めた。他方、政府は、2024
年に技能実習制度の発展的解消として新たに育成就労制度を創設する育成就労法（技能実習法改定）を成
立させた。
移住連は、育成就労法が 2027 年４月に施行されることを踏まえ、技能実習制度で保障されなかった転職の
自由をはじめとする問題点が、育成就労制度においても必ずしも克服されていないことを明らかにするとともに、
労働者の基本的権利と労使対等原則を担保した外国人労働者受入れ制度の創設を訴えた。

•　��パブコメ「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護
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に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令案概
要」等に係る意見募集について意見を提出（2025 年５月27 日）

(1)　�深刻さを増す非正規移民の生存権の問題について、医療以外 ( 難民、収容、貧困、地域共生施策等 )
の領域における活動と連携しつつ、また、移住連単独ではなく、他 NGO、市民団体、職能団体と協働
して、集会等による市民やメディアへの発信、政府や自治体への要請や省庁交渉に取り組んだ。

(2)　�未払補てん事業については、群馬県における事業拡充を求める取り組みに連携しつつ、政府への今後
の要請の方向性を検討した。

(1)　関係省庁との定期的な課題別の省庁交渉を実施した。

•　�2025 年 11 月17 〜 18 日に省庁交渉を開催し、「技能実習・特定技能」「労働」「入管法・住基
法・総合的対応策」「難民・収容」「医療・福祉・社会保障」「子ども・若者」「移民女性」の７
分野で要請を行った。領域横断的な課題が増えている状況を受け、分野間で調整を行った。当日は、
国会議員 16 名、議員秘書 13 名の参加があった。

•　�2025 年３月16 日には、生活と権利との共催により労働分野を中心に、「技能実習・特定技能」「労
働」「入管法・住基法・総合的対応策、子ども・若者」「医療・福祉・社会保障」の４分野に関し
て省庁交渉を開催した。昨今の管理・排除の入管施策による子どもへの影響が大きいとして、これま
で別々に要請を行ってきた「入管法・住基法・総合的対応策」「子ども・若者」が一緒に要請を行っ
た。労働分野に関わる多くの外国人労働者の参加と、国会議員３名、議員秘書７名の参加があった。 

(2)　国会議員・議員秘書に省庁交渉や院内集会等への参加を促し、国会議員の組織化を図った。

(3)　外国人関連法案の作成に向けて多民族・多文化共生に関わる議員連盟等との連携を行った。

(1)　�移民・外国ルーツの人びとの人権保障のための基本法の制定に向けて、外国人人権法連絡会が進める
「外国人及び民族的マイノリティ人権基本法案」のヒアリングにおいて、社会参画／労働／ジェンダー／
子ども・教育／社会保障・医療など、現場の人権 NGO から修正意見を出した。

(2)　�外国人人権法連絡会の弁護士を中心に作成された「人種差別撤廃法モデル案」などを活用しながら、
人種差別撤廃法の制定、ヘイトスピーチ解消法の実効性ある改正を、2025 年３月に発足した「包括的
差別撤廃法制定を求める議員連盟」などに働きかけた。

(1)　人種差別撤廃委員会（CERD）への情報提供

3.　移民・外国ルーツの人びとの医療と生存権の保障に向けた取り組み（Ⅵ -2-(3)- ⑤参照）

4.　「移民政策」確立に向けた取り組み

5.　移民・外国ルーツの人びとの人権保障と人種差別に対する法制度づくり

1.　国際人権基準の実施に向けた取り組み

Ⅴ　国際協力（国際人権）事業
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条約実施に関する第 12 回 -14 回政府報告書提出のプロセスとして、CERD が日本政府への質問リスト
（LOI）を準備するため、市民社会に情報を求めたことを受け、移住連は以下９課題の質問案を関係者・
団体に呼びかけて作成した。人種差別撤廃 NGO ネットワーク（ERD ネット）は 2025 年８月、各加盟
団体からの質問案をまとめ CERD に送付した。CERD は同年 12 月、移住連からの情報を含む 59 の
パラグラフからなる LOIを公表した。
①子ども在留資格と進路保障、②非正規滞在の子どもの教育、③留学生（大学院生）への奨学金排除、
④生活保護、⑤入管法改悪、⑥技能実習・特定技能・育成就労制度、⑦移民女性（DV、妊娠・出産）、
⑧人身取引（人身売買禁止ネットワーク)、⑨難民・庇護希望者（難民支援協会）

(2)　省庁交渉における確認と要請
2025 年 11 月・2026 年３月の省庁交渉にて、社会権規約についての政府報告書作成の進捗状況の確
認、および自由権規約委員会をはじめとする条約委員会や国連特別報告者等による勧告の実施要請を
行った。

(1)　�MFA（Migrant Forum in Asia）や MMN（Mekong Migration Network）など東南・南アジア地
域内における主に移民労働者の送出国の NGO が加盟している団体との情報交換を行った。

(1)　�2025 年６月21 日〜 22 日に「地域から創り出す多民族・多文化共生社会」を全体テーマとした「全国
フォーラム2025 in 北関東」を群馬県高崎市で開催した。１日目の全体会では、ノンフィクションライター
の安田浩一さんから「差別と偏見に脅かされるクルド人コミュニティ」と題し川口市等でのクルド人コミュニティ
の現状報告、弁護士の師岡康子さんから「人種差別撤廃法・条約の制定に向けて〜到達点と課題〜」
と題して人種差別撤廃の取り組みの報告があった。その後、７つのテーマで分科会を開催した。２日目は、
分科会報告の後、北関東医療相談会の長澤正隆さんから「非正規滞在者の蝕まれる健康と深刻なる医
療」と題し、在留資格の有無によって健康が左右されている状況を報告した。また、弁護士の丹羽雅雄
さん、移住連理事の佐藤信行さんから、外国人人権法連絡会が作成している外国人・民族的マイノリティ
人権基本法について報告があった。最後に、群馬県大泉町を拠点に活動するブラジルの伝統的なカポ
エイラアンゴラ団体である Tribo da Lua Oizumi によるパフォーマンスが行われた。２日間で 300 名ほど
の参加があった。

(1)　地域のネットワークづくり
•　�運営委員の活動する地域などを中心に（移住連の地域ブロック拠点をつくり）、地域での情報の共有

と連携強化のための活動を進めた。
•　�アウトリーチ支援事業を通じ、「支援不足地域」における支援体制づくりをめざして、オンライン相談会

や伴走支援の活動に取り組んだ。とくに、北関東地域に焦点を当て、さまざまなルートから、その地
域で活動する支援者とのつながりを見出す取り組みを行った。

(2)　移民のネットワークづくり

2.　国際地域 NGOとの協働および国際会議への参加

Ⅵ　ネットワーク構築事業・その他　

1.　全国ワークショップ／全国フォーラム

2.　ネットワーク
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•　�アウトリーチ支援事業を通じ、移民を中心とする当事者団体 · コミュニティとの連携を強めるとともに、
移民・外国ルーツの支援者養成を進めた。とくに、オンライン相談会や伴走支援を通じて、ベトナムルー
ツの支援者、カンボジアルーツの支援者、ブラジルルーツの支援者との連携が強化された。

(3)　プロジェクト・ネットワーク活動

①　女性プロジェクト
•�　オンラインで定例会議を開催し、各地の移民女性をめぐる状況や支援の取り組みなどの情報共有
を行った。

•　�移民女性 DV 被害者支援拡充については、関係省庁からの一時保護が拒否された事例等につ
いて移住連側からの情報提供を行い、自治体への改善指導につなげた。

②　子ども・若者プロジェクト
•　�移民・外国ルーツの子どもや若者の課題に取組むグループやメンバーとネットワークの形成に努め、

月例会議で情報交換を行った。
•　�仮放免者が専門学校や大学から受け入れ拒否をされている問題について、仮放免高校生奨学金

プロジェクトメンバーとの情報交換や、省庁担当者との意見交換、専門学校や大学等への個別要
請を行った。

•　�昨年度、日本学生支援機構（JASSO）奨学金対象者が一部拡大したものの依然として対象から
こぼれおちている子ども・若者がいることを受け、省庁担当者との意見交換の場をもち、「家族滞
在」との資格該当性がある在留資格をもつ子ども・若者の実態を伝え、対象に含めるよう求めた。

•　�親の在留資格の更新不許可など、在留資格の取り消しに伴い、在留が困難になり強制的な帰国
を余儀なくされる子ども若者の実状を、学びと進路保障の観点から実態の把握に努め、省庁要
請へつなげた。

•　�非正規滞在の子どもに加え、2026 年度から、一部在留資格によって授業料無償化の対象から
外される動きについて情報収集を行った。

③　貧困対策プロジェクト
•　�反貧困ネットワークと協力して、仮放免高校生奨学金プロジェクトを実施し、2025 年度には、50

人の仮放免高校生を支援した。そのうち 13 人が専門学校・大学に進学した。進学にあたって、
子ども・若者プロジェクトと協力して支援を行った。以上の活動を通じて、仮放免高校生の声を取
りまとめた。 

•　�2025 年８月27 日および 11 月７日に、仮放免の子どもとその家族の在留資格を求める省庁交渉
と院内集会を実施した。

④　入管・共生施策会議
•　�入管行政や自治体の動向、地方自治体における外国人施策、地方議会の動向、その他総合的

対応策で扱われている多岐にわたる事項について情報共有・検討をするため定例会（１―２月に
１回程度）を行った。

•　全国フォーラムでは、分科会「外国人住民の社会参画や権利保障を考える」を担当した。 
•　省庁交渉入管法・住基法・総合的対応策の準備に向けた資料請求、質疑事項の検討を行った。
•　�2024 年改定入管法による永住許可の動向、他の在留資格の期間更新や資格変更の現状などの

事例を収集し、問題点等を議論した。
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⑤　外国人医療・福祉・社会保障ネットワーク
•　�地域で活動する支援者が参加する定例会議を開催し、各地の医療や自治体での制度利用に関

する状況について情報共有を行った。 
•　�2024 年１月に行われた、未払補填事業の拡充を訴える市民集会を受け、北関東医療相談会、

反貧困ぐんま、県内医療ソーシャルワーカーと連携し、群馬県内医療機関の調査を進めるなど、
主として北関東地域の医療保障拡充の取り組みを進めた。

•　�アウトリーチ支援事業や高崎フォーラムでつながりのできた、群馬県大泉町のリスタートコミュニティ、
同地で「こころの健康相談会」を実施する NPO 法人 MAIKEN、群馬県精神保健福祉士会と
の連携により、地域を基盤としたメンタルヘルス支援の体制づくりに取り組んだ。

•　�2024 年度に引き続き、難民、収容の領域に関わるメンバーや生活困窮と連携して、省庁交渉や
ロビイングを通じて、非正規移民の生活困窮に関する課題に取り組んだ。 

•　�子どものみ在特が出た事案の児童手当給付について、こども家庭庁より見解を引き出し、支援団
体と協力して実際の受給につなげる取り組みを進めた。

•　�仮放免者、ホームレスの難民申請者等が直面する居住と困窮の課題について、生活困窮者自立
支援法や公営住宅の活用を求める取り組みを強化した。

⑥　外国人技能実習生権利ネットワーク
•　�2022 年 11 月以降、新たな事務局体制を整備し、月１回の事例検討会（会員対象）と事務局

会議を実施するとともに、４半期毎に全体会を開催した。事例検討会は毎回全国から20 人超え
る参加があり、全国各地の相談事例や裁判・労働委員会案件等についての情報を共有した。

•　また、４半期毎に『実習生ネット通信』を定期発行した。 
•　�新型コロナへの対応として 2020 年度からスタートした「ベトナム人技能実習生向けホットライン」は、

25 年度には「ベトナム／カンボジア労働・生活相談ホットライン」として４回開催した。

⑦　生活と権利のための外国人労働者総行動
•　定例会議を開催し、情報共有を行った。  
•　�2025 年６月の全国フォーラムin 北関東では、分科会を担当し、「一緒につくる多民族・多文化

共生の職場づくり」をテーマに参加者と情報・意見交換を行った。
•　�2025 年 11 月、2026 年３月に開催された省庁交渉では外国人労働者の権利保障に関係する課

題について要請を行った。 
•　�2026 年３月15 日に移住労働者の春闘「マーチ・イン・マーチ 2026」を開催し、外国人労働者、

労働組合、支援団体、市民が参集し、上野でデモを行った。

⑧　外国人人権法連絡会
•　�2024 年 12 月に日本クルド文化協会がヘイト集団に対してヘイト行動の禁止と損害賠償を求める訴

えを地裁に提訴したが、その裁判闘争に参加した。
•　�４月26 日、総会記念シンポジウム「人種差別撤廃法制定に向けて」を川崎で開催し、『外国人・

民族的マイノリティ人権白書 2025』を発行した。
•　�５月24 日、人種差別撤廃法作成チームによる『人種差別撤廃法モデル案ガイドブック』を発行。「包

括的差別撤廃基本法制定を求める議員連盟」や公明党など各政党に人種差別撤廃法の制定を
求めた。またガイドブックを活用して、各地の NGO の学習会などで解説し、意見交換。12 月にガ
イドブック第二版を発行した。

•　�６月22 日、移住連の全国フォーラムで「外国人及び民族的マイノリティ人権基本法」の制定に向
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けて共同して取り組むことを提案した。人権基本法作成チームは９月～ 12 月、移住連など NGO
や在日民族団体を招いて基本法案に対するヒアリングを行い、条文の修正・追加作業を進めると
共に逐条解説を分担執筆した。

•　�７月８日、移住連や平和フォーラムなど８団体で「排外主義の煽動に反対する NGO 緊急共同声明」
を発出した。

•　�12 月13 日、人権法連絡会 20 周年記念シンポジウム「高まる排外主義と闘い、人種差別撤廃法・
外国人人権基本法を制定しよう」を大阪で開催した。

•　�京都府、奈良県、埼玉県、鳥取県、神奈川県など、各地で反人種差別撤廃条例の制定に取り
組む行政、議員、審議会委員、市民団体に対して支援活動を行った。

⑨　人種差別撤廃 NGO ネットワーク（ERD ネット）
•　�国連の人種差別撤廃委員会は７月、次回の日本審査に向けて NGO に情報提供を求めてき

た。それに応えて ERD ネットでは急きょ各領域ごとに分担執筆し、８月末に提出した。
移住連は移民・難民の項目を担当。委員会は12月５日、私たちNGOレポートを反映させた、
59 項目にわたる「課題（質問）リスト」を日本政府に送付した。日本政府は１年以内にこ
のリストに沿って定期報告書を提出しなければならない。

•　�３月 16 ～ 17 日、「人種差別根絶への多角的アプローチ――国連人種差別撤廃委員会委員
を迎えて」と題して国際協議とシンポジウムを開催した。16 日は在日コリアン・移民女性・
難民など各 NGO からの報告と、委員をまじえた議論を行い、17 日には衆議院第一議員会
館でシンポジウムを開催した。「差別を可視化し根絶への取り組みを加速化する」をテー
マに、ギュン・クトゥ委員とアナスタシア・クリックリー元委員が発題し、日本と韓国の
NGO、日弁連、国会議員が報告した。

⑩　人身売買禁止ネットワーク（JNATIP）
•　�ネットワークの一員として定例会に参加し、人身売買根絶に向けたアドボカシー・啓発活

動を行った。2025 年 10 月 29 日、11 月 20 日に定例の省庁意見交換会を開催し、関係省
庁と人身売買に関する課題について協議した。移住連からは技能実習・育成就労制度の課
題を取り上げるとともに、被害者認定のあり方についての提言を行った。

•　�2025 年 11 月 20 日に、緊急院内集会・記者会見「子どもの人身取引を止める！～今こそ
需要の根絶と真の被害者救済を～」を開催した。タイの少女の性的搾取事件を受け、法制
度改善に向けた提言を行った。

⑪　難民支援を行っている組織やネットワークとの連携
•　�これまで数年間、省庁交渉での要請準備を目的とし、難民支援を行っている支援団体・個

人との会議を臨時的に行ってきた。この間、難民申請者・非正規移民への公的支援が足り
ない状況が長期化・深刻化し、民間支援団体・個人への負担が大きく支援継続が危ぶまれ
る状況が生じている。そのなかで支援者間での情報共有・連携体制の重要性が高まってい
ることを受け、これまで臨時的に開催してきた会議を定例化し、情報共有・連携体制を強
化していくこととなった。

3.　アウトリーチ手法による「新移民時代型」支援ネットワーク事業

(1)　�相談会と伴走支援の実施による「支援不足地域」における支援体制の構築
•　�SNSを用いたオンライン相談会の開催と伴走支援を通じて、これまで交流のなかった支援者、とくに「支
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援不足地域」で活動する支援者や外国ルーツの支援者との恒常的な協力関係の構築をめざして、連
携強化に取り組んだ。また、「支援不足地域」にて支援者が見つからない場合には、他地域から支
援者をつなぎ、地域を超えた支援連携による支援ネットワークの構築を進めた。

•　�オンライン相談会は、「支援不足地域」を含む全国６～９カ所に拠点を設け、対応言語数も拡大し、
2025 年 4 月～ 2026 年 3 月の間に４回開催した。相談会の継続的な実施を通じて、「支援不足地域」
で活動する支援者の参加や外国ルーツの支援者の参加を促進した。

•　�オンライン相談会で対応したケースの中から、継続支援となるものに対するフォローアップなども行いな
がら、支援者間の連携強化を支援した。また、事例を通して政策的課題の把握にも努め、省庁交渉
の要請事項に反映させたり、担当省庁との協議などに取り組んだ。

(2)　外国ルーツ支援者の養成による「新移民時代」相談支援体制への試行
•　�移民労働者の受け入れが加速するなかで、相談支援の現場において重要な役割を担うことになる外

国ルーツの支援者を対象に、移住連のネットワークに蓄積された知識や支援ノウハウを共有する目的
でやさしい日本語を使った「伴走支援スキルアッププログラム」を実施した。また、移住連のネットワー
クと新たにつながった外国ルーツの支援者との恒常的な協働関係が実現するよう、伴走支援の活動
への参加を促した。

(3)　事業終了に伴う事後評価報告書提出・事業報告会の実施
•　�2023 年７月〜約３年間実施した本事業が 2026 年３月末で終了し、事後評価報告書を助成元に提

出 · 移住連 HP に資料を公開した。
•　事業活動・成果報告のため、事業報告会を開催した。

Ⅶ　組織・運営・財政

(1)　NPO 法人移住連第 11 回会員総会を開催した（2025 年６月22 日、ビエント高崎）。

(2)　理事会および運営委員会を開催した。（2025 年４月19 日、６月22 日、９月６日、2026 年２月７～８日）。

(3)　事務局体制の強化
•　�移住連の日常活動に関する情報共有のため拡大事務局会議を毎月1 回開催した。会議には遠方の

運営委員もオンラインで参加できる体制を整え、運営委員の事務局の日常活動への積極的な協力を
呼びかけた。

•　�事務局職員間においても、毎週１回打ち合わせを行い、業務の進捗や活動の予定などを確認・調整
しつつ、事務局体制の強化を図った。

専従 · パートタイム職員 4 名の体制を維持拡大できる組織をめざし、財政基盤の強化をはかった。

(1)　会員 · 賛助会員 · 購読者の拡大
•　�入管法改悪反対キャンペーンや、アウトリーチ支援事業、入門講座などを通じて、移住連の活動の広

報と入会の呼びかけを行った。

1.　組織・運営

2.　財政



2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

正会員
個人 329 357 435 573 597 569 561 570 541

団体 96 99 95 106 111 106 111 114 113

賛助会員
個人 9 10 19 32 47 49 57 62 71

団体 5 5 5 5 10 7 6 7 8

M ネット購読
個人／団体 121 117 125 125 128 113 109 112 113

図書館 16 17 20 20 19 22 23 21 22

合計 576 605 699 861 912 866 867 886 868
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(2)　事業収入の開発
•　広報 · 情報発信に関する検討を行うなかで、将来の収益事業に関するさまざまな検討を行った。

(3)　助成金の申請
•　�ネットワーク構築、調査研究 · 政策提言など取り組みに応じた助成金の申請 · 受領に関し、必要な業

務を行った。

(4)　活動内容に応じた寄付の要請
•　�従来の夏 · 年末のカンパ要請やイベント· 集会における恒常的な寄付の呼びかけに加え、寄付キャン

ペーン 2025-2026（2025 年 12 月〜 2026 年３月）を実施した。
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特定非営利活動法人 移住者と連帯する全国ネットワーク

（2025 年４月 1 日～ 2026 年３月 31 日）

2025 年度  収支決算報告

2025 年度予算 2025 年度決算（案） 備考
【経常収益】

【受取会費】
正会員受取会費 7,500,000 6,503,600 個人・団体正会費

【受取寄付金】

受取寄付金 14,000,000 9,584,000 賛助会費、一般寄付、クラウドファンディ
ング

【受取助成金等】

休眠預金等活用事業助成 14,000,000 17,627,779 アウトリーチ手法による「新移民時代型」
支援ネットワーク事業

その他助成金 600,000 600,000 連合愛のカンパ
【事業収益】

事業収益 5,000,000 5,329,537 M ネット･ カレンダー売上、講師派遣、
シンポジウム参加費等

【その他収益】
受取  利息 12,083 
雑収益 136,501 

経常収益計 41,100,000 39,793,500 
【経常費用】

【事業費】
（人件費）

給料  手当 12,800,000 11,926,630 専従・パートタイム事業分
法定福利費 1,680,000 1,776,227 社会保険・労働保険
通勤費 560,000 297,587 
福利厚生費

人件費計 15,040,000 14,000,444 
（その他経費）

業務委託費 900,000 556,706 権利ネット委託費、HP 管理費等
諸謝金 10,000,000 9,428,102 アウトリーチ支援事業、講師、通訳
印刷製本費 500,000 688,763 資料等印刷費
会議費 700,000 216,525 シンポジウム、記念イベント等会場費
製作費 1,500,000 2,114,647 M ネット、カレンダー、グッズ製作費

旅費交通費 2,400,000 1,867,975 スタッフ出張費、運営委員交通費、アウ
トリーチ支援事業

通信運搬費 1,300,000 548,390 郵便、宅急便、メールチンプ利用費
消耗品費 10,000 11,190 
備品費 30,000
修繕費 50,000 
地代家賃 960,000 1,020,250 家賃光熱費事業分
諸会費 74,000 ネットワーク会費等
緊急支援費 6,000,000 10,132,510 アウトリーチ支援事業、補填
支払手数料 500,000 438,912 謝金、交通費等振込手数料
予備費 100,000 

その他経費計 24,950,000 27,097,970 
事業費計 39,990,000 41,098,414
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資産の部 負債・正味財産の部
科 目 金 額 科 目 金 額

【流動資産】 【流動負債】
（現金・預金） 未 払 金 12,906 

現 金 363,728 前 受 金 1,328,380 
普通  預金 36,116,084 預り金 279,312 

現金・預金 計 36,479,812 流動負債合計 1,620,598 
（売上債権） 負債合計 1,620,598 

未 収 金 1,551,652 
売上債権 計 1,551,652 

（棚卸資産） 正味財産の部
棚卸 資産 1,058,211 前期繰越正味財産 45,388,157 

棚卸資産 計 1,058,211 当期正味財産増減額 △ 7,429,413 
（その他流動資産） 正味財産合計 37,958,744 

前払 費用 280,841 
立 替 金 191,040 
仮 払 金 17,786 

その他流動資産  計 489,667 
流動資産合計 39,579,342 

資産合計 39,579,342 負債及び正味財産合計 39,579,342 

■貸借対照表

【管理費】
（人件費）

給料  手当 3,200,000 2,712,357 パートタイム管理分
法定福利費 420,000 312,937 
通 勤 費 140,000 207,607 
福利厚生費 900,000 763,893 共済費・健康診断費

人件費計 4,660,000 3,996,794 
（その他経費）

印刷製本費 200,000 319,264 印刷機リース費
会 議 費 300,000 37,092 会議室利用費
旅費交通費 30,000 45,769 
通信運搬費 120,000 401,029 固定通信費
消 耗 品 費 120,000 217,860 
備 品 費 200,000 64,780 
地 代 家 賃 240,000 419,750 家賃光熱費管理分
業務委託費 300,000 171,600 税理士委託費
新聞図書費 10,000 
諸 会 費 100,000 
支払手数料 20,000 294,481
租税公課 10,000 672
雑 費 85,408 

その他経費計 1,450,000 2,057,705
管理費計 6,110,000 6,054,499

経常費用計 46,100,000 47,152,913 

当期経常増減額 △ 5,000,000 △ 7,359,413

税引前当期正味財産増減額 △ 7,359,413
法人税、住民税及び事業税 70,000 

当期正味財産増減額 △ 7,429,413 
前期繰越正味財産額 45,388,157 
次期繰越正味財産額 37,958,744 
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監 査 報 告 書

2026年4月30日

特定非営利活動法人

移住者と連帯する全国ネットワ ー ク

共同代表理事 大川昭博様 鈴木江理子様 鳥井一 平様

私は、特定非営利活動促進法18条の規定に基づき、特定非営利活動法人移住

者と連帯する全国ネットワ ー クの2025年度（令和7年度：2025年4月1日 ～

2026年3月31日） の業務監査及び会計監査を実施した。

業務監査 （理事の業務実行の状況に関する監査） に当たっては、理事会会議資

料等を確認し、 必要と認める場合には質問を行い、 意見を表明した。

会計監査（財産の状況に関する監査）に当たっては、帳簿、証拠書類等の閲覧、

照合、 質問等を行った。

これらの監査の結果、 当法人の業務は法令及び定款に基づき適正に執行され、

一会計処理はNPO法人会計基準及び 般に公正妥当と認められる会計の方法に

よって適正に処理されているものと認められた。

ここに、私は、上記期間に係る事業報告書が、同法人の業務執行の状況を示し、

計算書類が2026年 （令和８８年） 3月31日における財産の状況を適正に表示

しているものと認める。

監事／饂旧孔菱桑：
監事 定に文


